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平成 7(1995)年阪神・淡路大震災では、約 24万棟におよぶ建

築物が倒壊し約 6,400 人を超える尊い命が奪われるなど、甚大

な被害がもたらされました。特に、震災直後に約 4,800 人もの

方が建築物の倒壊等により亡くなられました。この被害により、

地震による人的被害を減少させるためには、建築物の耐震化が

重要であることが認識され、地方公共団体による「耐震改修促

進計画」の策定が位置付けられました。品川区では、平成 19 

(2007)年 12月に「品川区耐震改修促進計画」を策定し、地震に

強いまちづくりを実現するための取り組みを進めてきました。 

その後、平成 23(2011)年 3月に発生した東日本大震災は、わが国の観測史上最大の地震

となり甚大な被害をもたらしました。平成 28(2016)年 4月の熊本地震では、震度 7の地震

が 2度起きるなど改めて地震の恐ろしさが浮彫りとなり、平成 30(2018)年 6月の大阪府北

部地震ではブロック塀等の倒壊による人的被害が発生しました。 

首都圏における大規模な地震の発生が危惧される中で、安全・安心なまちづくりの実現

に向け、更なる「耐震化」が必要となっています。 

令和 2（2020）年度に前回の計画で定めていた耐震化の目標年度を迎えることから、耐

震化の現状を把握するとともに、耐震化に関する制度の進展や各種調査報告、指針や運用

など状況の変化を踏まえながら、国や都と連携し、耐震化を促進していくために品川区耐

震改修促進計画の見直しを行いました。 

建築物の耐震化は、区民の生命、財産に関わることでもあることから、重要かつ緊急的

な課題の一つです。そのためには、区民の皆様に主体的に取り組んでいただくことが不可

欠であり、区も様々な施策を展開して支援して参りますので、引き続き、ご理解、ご協力

をお願いいたします。 

令和 3(2021)年 3月 

品川区長 
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